2015道本部総合政策局発第0315号
2015年5月15日

　各単組　執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　　潔

（自治体政策部・社会福祉評議会）

　　　介護保険制度改正および介護報酬改定を受けての取り組み要請について

　日頃の取り組みに対し、心から敬意を表します。
　さて、昨年6月18日に改正された介護保険法に基づく介護保険制度改正により、今年4月から軽度者に提供されていた訪問介護と通所介護サービスが給付から市町村事業へ段階的に移行が進められています。また、併せて、2015年度介護報酬改定により大幅な介護報酬引き下げが適用されています。

　自治労はこの間、「軽度者支援のサービス低下阻止」と「介護労働者の処遇改善」および「地域包括ケアシステムの推進」を重点課題として取り組みを進めてきました。しかし、こうした介護保険を取り巻く現状は、軽度支援者と介護労働者の処遇低下を招き、介護サービスの量と質の低下を招くことが危惧されます。
　こうした状況から、道本部として、介護保険制度と介護労働者の処遇低下を阻止するため、下記のとおり各単組の取り組みを要請いたします。

　時節柄、ご多忙中かとは存じますが、各単組の積極的な取り組みをよろしくお願いいたします。

記

１．目的と基本的考え方

　　2015年4月からは、介護保険制度改正により要支援者に対して「保険給付」として提供されてきた訪問介護と通所介護サービスについては、2017年4月までに「市町村事業（新しい介護予防・日常生活支援総合事業）」への移行が進められています。また、介護報酬については、大幅な引き下げが示される一方、介護職員処遇改善加算が拡充されていることから、事業主の加算届出・請求と執行は、必要不可欠であると考えます。

　　こうした現状から、今回の制度改正と報酬改定は、要支援者へのサービスと介護労働者の処遇低下および人材不足をさらに加速させ、その結果、介護サービスの質と基盤の大幅な後退を招くことが懸念されることから、道本部は自治労本部方針に基づき、要支援者へのサービスの質と介護労働者の処遇低下を阻止するために、以下のとおり取り組みを進めます。

　　なお、春闘期の要請書の中にも介護労働者等の処遇改善の要請を行っておりますが、今回は、より具体的な要請となっていますので、再度の要請となりますがよろしくお願いいたします。

　（１）要支援者に提供されているサービスの質を確保する。

　（２）介護労働者の処遇改善を進める。

　（３）未組織、未加盟の組織化を進める。

２．具体的な取り組み

　（１）自治体、事業主へ要請（要求）書の提出・交渉を実施する。また、自治体要請に合わせて市町村事業化の状況等を確認する。

　（２）議会（議員）要請については、議会質問による当局答弁の当局交渉内容を活用。

　　　　また、市町村議会については、道庁に対する意見書採択等、個別の状況に応じて実施する。

　（３）本部社会福祉評議会が発行する「かいごりニュース」を活用して、未組織・未加盟の組織化に向けて取り組む。

３．地方議会（議員）地方自治体、事業主への要請（要求）について

　（１）実施期間：
①要求書提出期間：2015年5月15日（金）～6月10日（水）

②回答指定日：2015年6月19日（金）まで

③交渉実施期間：回答指定日以降～6月30日（火）
　（２）モデル要請（要求）書：別紙１および２のとおり

	
	あて先
	実施単組

	別紙１
	地方議会（議員）地方自治体
	自治体単組

	別紙２
	事業主（介護事業所）
	介護職場を有する単組


　　※要請行動等を実施する際にご活用願います。
　　※参考資料（連合、厚生労働省）もご活用下さい。

　（３）報告書　　別紙３－１，３－２のとおり

　（４）報告期限　　2015年7月10日（金）
４．問い合わせ先および報告先

　　自治労道本部自治体政策部（瀬戸・高田）

　　℡：011-747-3211、　FAX：011-700-2053

    E-mail：seto@jichiro-hokkaido.gr.jp　または　takada@jichiro-hokkaido.gr.jp
５．参考資料

　（１）自治労関係資料

　　　　・2012介護報酬改定影響調査最終報告

　　　　・医療・介護総合確保推進法案成立に対する書記長談話
　　　　・介護報酬改定に関する書記長談話

　（２）連合資料

　　　　・介護職員処遇改善加算について

　（３）厚生労働省資料

　　　　・「介護職員処遇改善加算」のご案内（リーフレット）の送付について

　　　　・「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」の送付について

　　　※参考資料については、かなりの枚数になることから、道本部ホームページからダウンロード願います。
　　　※ホームページにおける掲載場所については、道本部ホームページで組合員専用ページ左側の担当局ごとの欄にある総合政策局の中に自治体政策部がありますので、そこをクリックしてください。
以上

別紙１
地方自治体および議会（議員）に対する
介護保険制度改正および介護報酬改定に関する
モデル要請（要求）書
日頃から介護施策の充実に向けたご尽力に、心より敬意を表します。

さて、2015年4月から介護保険制度については、要支援者に対して保険給付として提供されてきた訪問介護と通所介護サービスが段階的に介護予防・日常生活支援総合事業として地域支援事業に移行されますが、保険給付から市町村事業へ移行されることについては、「サービスの質の低下」、「地域間格差の拡大」および「介護労働者の処遇低下」などを招くおそれがあることが各方面から指摘されてきました。
一方、介護報酬改定については、2.27％の引下げとされていますが、これは、介護職員処遇改善加算と介護サービス充実分の加算請求を前提としたものであるため、こうした加算を請求しない場合は、4.48％の引下げとなります。また、前回の改定以降に実施された消費税引上げと物価上昇も加味すると今回の引下げは、介護サービス事業者はもとより、現場で働く介護労働者にとっても極めて厳しい改定となっています。
介護人材の確保は、介護サービスを提供するための基礎的な基盤であり、新たな人材を確保するだけではなく働き続けることができる労働環境を整備し、離職防止を進めることも重要です。
自治労は、高齢者が住み慣れた地域で、尊厳が守られ、利用者本位に基づき生活できる仕組みづくりと介護に携わる労働者が安心して働き続けられるために、国に対しては、必要な予算の確保とガイドラインの策定を求めてきました。
こうした立場から、貴職に対して以下のとおり要請（要求）します。
記

１．要支援者に対する訪問介護と通所介護サービスについて
（１）訪問介護と通所介護サービスの市町村事業への移行にあたっては、利用者の意向と選択および主体性が尊重されるとともに、介護認定およびサービス利用が抑制されないための措置を講じること
（２）要介護認定手続きについては、申請者に対して基本チェックリストを前提とすることなく要介護認定手続きを基本とすること。また、基本チェックリストで対応した場合も更新時期を明示し、更新手続きをすること。
（３）訪問型サービスＡと通所型サービスAは、利用者の権利を守るために既存の介護サービス同様にサービス提供拒否の禁止を要件とすること。またこれまでの人員は行き基準と、面積基準を満たすこと。
２．介護労働者の処遇改善と人材確保について
（１）介護労働者を安定的に確保するために、すべての介護事業所が介護職員処遇改善加算、サービス提供強化加算等の届出・請求することを促すこと
（２）介護職員処遇改善加算については、以下のとおり介護事業所に対して指導すること
　①　新設された加算Ⅰの届出・請求をすること。
　②　安定的な処遇改善を進めるため基本給の賃金を改善すること。
　③「いつ」の賃金水準を基準とした賃金改善化を明確にすること。
　④　法定福利費、キャリアパスおよび職場環境等要件に要する費用ではなく賃金の改善に使途すること。
（３）賃金引き下げについては、労使合意を得ていることを確認すること。また、介護労働者の賃金等については、労使交渉・合意に基づき決定されるよう指導すること。
（４）都道府県については、看護現場に準じて「（仮称）介護勤務環境改善支援センター」、「（仮称）ケアワーカーセンター」を設置し、介護人材の確保と処遇改善を進める仕組みを確立すること。
３．その他
（１）消費税・地方消費税の引き上げにともなう税収は、社会保障の充実・安　定が目的であることから適切な執行と執行状況を公表すること。
（２）地域包括支援センターについては、基幹型を直営とするとともに、機能を強化すること。
（３）特別養護老人ホームの入所者の中・重度重点化については、軽度者の状　況を的確に把握し過度な入所制限としないこと。
別紙２
事業主に対する
介護報酬改定に伴う職員の処遇改善に関する
モデル要求書
日頃から介護サービスの充実に向けたご尽力に、心より敬意を表します。

さて、介護報酬改定については、2015年の4月から2.27％の引下げとされていますが、これは、介護職員処遇改善加算と介護サービス充実分の加算請求を前提としたものであるため、こうした加算を請求しない場合は、4.48％の引下げとなります。
また、前回の改定以降に実施された消費税引上げと物価上昇も加味すると今回の引下げは、極めて厳しい改定となっています。
介護人材の確保は、介護サービスを提供するための基礎的な基盤であり、新たな人材を確保するだけではなく働き続けることができる労働環境を整備し、離職防止を進めることも重要です。
自治労は、高齢者が住み慣れた地域で、尊厳が守られ、利用者本位に基づき生活できる仕組みづくりと介護に携わる労働者が安心して働き続けられるための取り組みを進めてきました。
つきましては、以下のとおり要求しますので、○月○日までに書面による回答と団体交渉の日程を調整頂けますようお願い申し上げます。
記

１．介護職員処遇改善加算、サービス提供強化加算等の届出・請求すること
２．介護職員処遇改善加算については、新設された加算Ⅰの届出・請求をすること
３．安定的な処遇改善を進めるため基本給の賃金を改善すること
４．「いつ」の賃金水準を基準とした賃金改善化を明確にすること
５．法定福利費、キャリアパスおよび職場環境等要件に要する費用ではなく賃金の改善に使途すること
６．職員の賃金、労働条件については、労使交渉・合意に基づくこと
別紙３－１
地方自治体および議員に対する
介護保険制度改正および介護報酬改定に関する単組の取り組み報告書
単　組　　　　　　　　
担当者　　　　　　　　
設問１．当局への要請書の提出について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問２．当局との交渉の実施について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問３．議会（議員）への要請について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問４．上記の内容等で特徴的な情勢等あれば、以下にご記入ください。
	※設問１～３で「有」と回答した場合は、実施日や対応者等を記入してください。
また、別紙３と当局等から回答書、関係資料を受理した場合は、添付してください。



ありがとうございました。
別紙３－２
事業主に対する
介護報酬改定に伴う職員の処遇改善に関する単組の取り組み報告書
単　組　　　　　　　　
担当者　　　　　　　　
設問１．当局への要請書の提出について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問２．当局との交渉の実施について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問３．上記の内容等で特徴的な情勢等あれば、以下にご記入ください。
	※設問１～２で「有」と回答した場合は、実施日や対応者等を記入してください。
また、別紙３と当局等から回答書、関係資料を受理した場合は、添付してください。



ありがとうございました。
介護保険制度改正および介護報酬改定に関する
モデル要請（要求）書解説
	１．要支援者に対する訪問介護と通所介護サービスについて
（１）訪問介護と通所介護の市町村事業への移行にあたっては、利用者の意向と選択および主体性が尊重されるとともに、介護認定およびサービス利用が抑制されないための措置を講ずること。


（解説）
　　これまで要支援者に対する訪問介護および通所介護サービスについては、介護保険制度において保険給付として各利用者に提供されてきましたが、今回の制度改正によって2017年4月までに保険者である市町村の地域支援事業（新しい介護予防・日常生活支援総合事業）へ移行されることとなりました。
保険給付であれば、どこの地域においても各事業者は利用料と保険給付で賄い、一定のサービス水準が確保されていましたが、市町村事業となれば、各市町村でいつから事業を実施するか、どのような水準で実施するかを決定する必要があります。
　　市町村事業になることで、地域で利用者がいるにもかかわらず財政上の理由から、サービス水準が引き下げられる可能性もあることから、現在の利用者の意向等を確認し、財政上の理由から利用回数等の一律な抑制を設けないように求めていくことが必要です。
	（２）要介護認定手続きについては、申請者に対して基本チェックリストを前提とすることなく、要介護
認定手続きを基本とすること。また、基本チェックリストで対応した場合も更新時期を明示し、更
新手続きすること。


　（解説）
　　　「基本チェックリスト」は、申請者が日常的な動作を出来るか、出来ないかをチェックするもので、２５項目から構成されています。改正前の２次予防事業で使用されていたものと同じ内容で、上記１のサービスを利用することを前提としたものです。介護認定と違って、認定調査や医師の意見書、介護認定審査会などの手続きを行わないため、市町村によっては軽度者を基本チェックリストのみで総合事業利用に誘導する恐れがあるため、被保険者の権利である要介護認定の申請手続きを抑制しないように求める必要があります。また、基本チェックリストには、介護認定のように有効期限が定められていませんので、更新時期や更新手続きを介護認定同様に求めることも必要です。
	（３）訪問型サービスAと通所型サービスAは、利用者の権利を守るために既存の介護サービス同様にサ
ービス提供拒否の禁止を要件とすること。また、これまでの人員配置基準と、面積基準を満たすこ
と。


　　(解説)
新しい介護予防・日常生活支援総合事業における訪問型サービスと通所型サービスは、以下のとおりです。これらのサービスの利用回数や提供方法については、上記１のとおり市町村の裁量で決定できますが、サービスAについては、実施基準が曖昧なことから、利用者へのサービス水準低下の恐れがあるため、給付時のサービス水準を維持することを求めていくことが必要です。
【訪問型サービス】
（１）現行の訪問介護相当
　　・訪問介護：訪問介護員による身体介護、生活援助
（２）多様なサービス
・訪問型サービスA：生活援助等（調理、掃除等やその一部介助、ゴミの分別やゴミ出し、重い物　　　　　　　　　　の買い物代行や同行）
・訪問型サービスB：住民ボランティア、住民主体の自主活動として行う、生活援助等（布団干し、階段の清掃、買い物代行や調理、ゴミ出し、電球の交換、代筆等）
・訪問型サービスC：通所型サービスCの利用者に対する日常生活のアセスメントを主とした訪問、保健師等がその者の居宅を訪問して、必要な相談、指導等を実施、
・訪問型サービスD：介護予防・生活支援サービス事業と一体的に行う移動支援（通所型サービスの送迎、買物、通院、外出時の支援等）
【通所型サービス】
（1） 現行の通所介護相当
　　・通所介護：通所介護と同様のサービス、生活機能向上のための機能訓練
（２）多様なサービス
・通所型サービスA：高齢者の閉じこもり予防や自立支援に資する通所事業（ミニディサービス、運動、レクリエション活動等）
・通所型サービスB：住民主体による要支援者を中心とした自主的な通いの場づくり（体操、運動等の活動、趣味活動等を通じた日常の居場所づくり）
・通所型サービスC：日常生活支障のある生活行為を改善するために、利用者の個別性に応じてプログラムを複合的に実施（栄養改善、口腔機能の向上、認知機能の低下予防・支援、閉じこもり予防・支援　等）
２．介護労働者の処遇改善と人員確保について
	（1） 介護労働者を安定的に確保するために、すべての介護事業所が介護職員改善加算、サービス提供体制強化加算等の届出・請求をすることを促すこと。


　　(解説)
　　　介護労働者が不足する中、安定的に確保するには、まずは賃金の改善が必要でありますが、今回の介護報酬改定は、大幅に引下げられたことから介護労働者の賃金水準を向上させるためには加算等の届出・請求をすることは必要不可欠です。
また、介護職員処遇改善加算、サービス提供体制強化加算等については、まずは体制整備を行ったうえで、届け出をしていなければ加算請求をすることができないため、介護事業者に対して加算等の手続を求めていくことが必要です。
	（2） 介護職員処遇改善加算については、以下のとおり介護事業所に対して指導すること。
1 新設された加算Ⅰの届出・請求をすること。


　　（解説）
　　　今年の4月から、従来の３つの加算区分に上乗せする形で、新たに加算Ⅰ（旧加算Ⅰ（15,000円）+12,000円＝27,000円）の区分が新設されました。新たに新設された加算Ⅰを請求するためには、キャリアパス要件（①職位・職責・職務内容に応じた任用要件と賃金体系の整備。②資質向上のための計画を策定して、研修の実施または研修の機会を設けること。）と職場環境要件を満たす必要があります。
　　　介護労働者の処遇改善をさらに進めるために加算Ⅰが設定されていますので、都道府県や市町村においても、事業者に対し加算Ⅰを取得するよう指導することが求められます。
　　　＜参考＞
　　　加算Ⅱ（旧加算Ⅰ）：15,000円（キャリアパス要件①または②と職場環境要件）
　　　加算Ⅲ（旧加算Ⅱ）：13,500円（キャリアパス要件①または②または職場環境要件）
　　　加算Ⅳ（旧加算Ⅲ）：12,000円（キャリアパス要件①・②と職場環境要件のすべてを満たさない）
	2 安定的な処遇改善を進めるための基本給の賃金を改善すること。


　　(解説)
　　　平成27年3月31日付け老発0331第34号厚生労働省老健局長通知の2－(1)－②で、「安定的な処遇改善が重要であることから、基本給による賃金改善が望ましい。」と明記されており、この通知に基づいての要求事項です。
	3 加算の基本とする賃金水準の算定時期の適否を確認・指導すること。


　　(解説)
　　　平成26年度以前に加算を取得していた介護サービス事業者等の介護職員については、①加算を取得する直前の時期の賃金水準（介護職員処遇改善交付金（H21年度改正）を取得していた場合は、交付金による賃金改善の部分を除く）若しくは②加算を取得する月の所属する年度の前年度の賃金水準（加算の取得による賃金改善の部分を除く）のどちらかが基準日となっています。
　　　また、平成26年度以前に加算を取得していない介護サービス事業者等の介護職員については、加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準が基準とされます。賃金水準を意図的に引き下げた上で加算を取得しようとする事業所が現れないように、きちんとチェックし指導することが求められます。
　
	4 法定福利費、キャリアパスおよび職場環境要件に要する費用ではなく、賃金の改善に使途すること。


　　(解説)
　　　加算はあくまでも「賃金の改善」に使用することが求められており、キャリアパスの整備や職場環境の整備・改善は加算をするための前提条件です。法定福利費の事業所負担分を処遇改善加算で得た介護報酬の使途に利用することは、介護労働者の処遇改善は見込めないばかりか、事業所経営で得をさせるようなものですので、賃金改善に使途するよう指導が必要です。
	（3） 賃金の引き下げについては、収支状況等と労使合意を得ていることを確認すること。また、介護労働者の賃金等については、労使交渉・合意に基づき決定されるよう指導すること。


　　（解説）
　　　現行の賃金水準を一旦引き下げて、新たな加算分で補てんするという扱いは原則禁止されており、万が一、現行の賃金水準の引き下げが認められる場合は、「特別事情届出書」の提出が必要で、①事業が赤字で、資金繰りに支障が生じていること、②賃金の引き下げの内容、③事業の経営、賃金水準の改善の見込み、④賃金引き下げについて、労使の合意を得ていること、の記載を求められています。介護分野では労働組合が組織されていない職場がほとんどのため、特別事情届出書を提出する事業所があった場合は、事前に労使合意を得ているか、合意書面のコピー等、証拠として必要な書類の提出を求めることが必要です。
	（4） 都道府県に対し、看護現場に準じて「（仮称）介護勤務環境改善支援センター」、「（仮称）ケアワーカーセンター」を設置し、介護人材の確保と処遇改善を進める仕組みを確立すること。


　　（解説）
　　　医療関係では、医療機関が行う「従事者の勤務環境改善に向けた取り組み」を支援する組織として「医療勤務環境改善センター」が、現在全国21都道府県で設置がされ、そこには、医業経営コンサルタントや労務管理の専門家などが配置され、「医師・看護師などの医療従事者の確保」「離職防止」「チーム医療の推進」などに向けた具体的な支援を行っています。
　　　介護職場も医療職場と同様に深刻な人材不足の状況にあることから、介護職場の支援を行うための組織を求めていく必要があります。

３．その他
	（1） 消費税・地方消費税の引き上げにともなう税収は、社会保障の充実・安定が目的であることから、介護サービスに必要な予算確保と実施体制の整備を進めるなど、適切な執行と執行状況を公表すること。


　　（解説）
　　　2015年度の政府予算において、消費税増収分を活用した社会保障の充実・安定を図っていくとしており、介護分野に関しては、介護職員の処遇改善、良好なサービスを提供する事業所等への配慮や地域医療介護総合確保基金による介護施設等の整備、介護人材の確保などが盛り込まれています。
　　　各自治体においても、消費税の増収分に関しては、全てが社会保障関係予算に措置することを求めていきます。
	（2） 地域包括支援センターについては、基幹型を直営とするとともに、機能を強化すること。


　　（解説）
　　　　基幹型地域包括センターは、市町村内に数カ所ある地域包括センターの中枢となるものであり、他のセンターとの連絡調整やスーパーバイザー的役割を担わなければならないことから、委託ではなく、市町村直営を求めます。
	（3） 特別養護老人ホームの入所者の中・重度重点化については、軽度者の状況を的確に把握し過度な入所制限としないこと。


　　（解説）
　　　　特別養護老人ホームの入所要件は、これまでは要介護１からでしたが、2015年度の介護保険制度の改正により、入所基準が厳格化され、より介護の必要性の高い「要介護３」以上に限定がされました。しかし、厳格化の対象は新規の入所者になるため、現在入所している要介護１～２の方についてはそのまま入所をすることが出来ます。
　　　　また、軽度者であっても認知症が重度の場合や、家族による虐待などがある場合は例外となりますので、それぞれの状況を把握する必要性があります。
　　　　施設経営者が、職員に対し要介護１・２の入所は一律断るよう指示を出すなどの動きが一部に
あることから、自治体においては状況把握と適切な指導が求められます。
